
 

奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地域経済の活性化及び雇用の創出を図るため、起業し市内で事業拡大

する者を支援するためのクラウドファンディング型ふるさと納税を活用した起業家支援事

業奨励金（以下「奨励金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、「クラウドファンディング」とは、市がインターネット等で広

く賛同者から対象者を支援するための資金を集める仕組みをいう。 

（対象事業） 

第３条 奨励金の交付対象となる事業は、次の各号のいずれかの事業とする。 

 (1) 観光、環境、教育、福祉等の分野に係る地域課題の解決に資する事業 

 (2) 地域資源を活用した事業 

 (3) 地域の活性化や雇用創出に資する事業 

（対象者） 

第４条 奨励金の交付対象となる者は、前条の事業を実施する者であって、申請しようとす

る枠の各号全てに該当するものとする。なお、一般枠または学生起業家枠のいずれか一方

の枠のみ申請可能とする。 

(1)一般枠 

【単独申請の場合】 

ア 創業後１０年未満の者であること。 

イ 新規事業に挑戦し事業拡大を目指す者であること。 

ウ 市内に住所を有する個人事業主又は市内に事業所を有する法人であること。 

エ 寄附金が目標額に達しなくても事業を実施する者であること。 

【共同申請の場合】 

ア 共同体代表者が、創業後１０年未満の者であること。 

イ 新規事業に挑戦し事業拡大を目指す者であること。 

ウ 共同体代表者が、市内に住所を有する個人事業主又は市内に事業所を有する法人 

であること。 

エ 寄附金が目標額に達しなくても事業を実施する者であること。 

※ 共同申請の場合は、共同企業体（以下「ＪＶ」という。）を結成し、代表者を決

める必要がある。書類の提出は代表者が行うものとし、市からの通知や回答等に

ついても代表者のみに行う。また、次の行為はできないものとする。 



 

・共同申請者が、複数のＪＶに所属する。 

・共同申請者がＪＶに所属しながら単独で提案を行う。 

・奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定申請書を提出後に代表者および共同

申請者を変更する。 

(2)学生起業家枠 

  ア 個人事業主又は法人の代表者が学生、または学生時代（大学・大学院・専門学

校・高専・高等学校在学中）に創業し、創業から３年未満であること。 

イ 事業の収益化及び事業拡大を目指す者であること。 

ウ 市内に住所を有する個人事業主又は市内に事業所を有する法人であること。 

エ 寄附金が目標額に達しなくても事業を実施する者であること。 

※単独申請のみとし、ＪＶでの申請は認めない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、奨励金の対象者とし

ないものとする。 

 (1) 市税等を滞納しているとき。 

 (2) 奈良市暴力団排除条例（平成２４年奈良市条例第２４号）第２条第３号に規定する暴

力団等（以下「暴力団等」という。）であるとき、又は法人にあっては、その役員若し

くは事業所の代表者が暴力団等であるとき、若しくは暴力団等を支援する等暴力団等と

不当な関わりを有するとき。 

 （事業計画書等の提出） 

第５条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ、次

に掲げる書類を提出しなければならない。 

(1) 奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定申請書（第１号様式） 

(2) 事業計画書（第２号様式） 

(3) 直近１箇年の決算書の写し（個人事業主の場合は、確定申告書の写し） 

(4) 定款及び履歴事項全部証明書の写し（個人事業主の場合は、開業届出書及び住民票の

写し） 

(5) 誓約書兼同意書（第３号様式） 

(6) 役員等名簿（第４号様式）（個人事業主の場合は提出不要） 

(7) 市税の納税証明書 

(8) その他市長が必要と認める書類 

※ＪＶで申請する場合 

 (1)、(2)は、ＪＶ用の様式を使用すること。 



 

 (3)、(4)、(6)、(7）は、ＪＶを構成する事業者毎に提出すること。 

 （事業の認定） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、奈良市附属機関設置条例（平成２７年奈良市

条例第１号）別表に規定する奈良市起業家支援事業審査委員会（以下「審査会」とい

う。）を開催し、当該審査会の審査結果に基づき、奨励金の交付対象となる認定事業（以

下「認定事業」という。）の認定を行うものとする。この場合において、市長は当該認定

について必要な条件を付すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により認定事業の認定（以下「認定」という。）又は不認定を行っ

たときは、速やかにその旨（認定に条件を付したときは、その認定の内容及び条件）を奈

良市ふるさと起業家支援事業認定（不認定）通知書（第４号様式）により、申請者に通知

するものとする。 

３ 審査会の組織及び運営について必要な事項は、市長が別に定める。 

（計画変更の承認） 

第７条 認定を受けた申請者（以下「認定事業者」という。）が、認定事業の内容を変更

（軽微な変更を除く。）しようとするとき、又は認定事業を中止し、若しくは廃止しよう

とするときは、直ちに認定事業変更・中止（廃止）承認申請書（第６号様式）に変更する

内容を証する書類を添えて、市長に申請しその承認を受けなければならない。 

（資金の募集） 

第８条 市長は、認定事業について、期間を定め、クラウドファンディング型ふるさと納税

により資金を募集するものとする。 

 （支給額） 

第９条 市長は、前条の規定により集まった資金の全額を認定事業者に奨励金として交付す

るものとする。ただし、奈良市の返礼品を活用した場合は、返礼品額に相当する３割を差

し引いた金額を交付するものとする。 

 （交付申請） 

第１０条 認定事業者が奨励金の交付を申請しようとするときは、ふるさと納税の募集が終

了した日の翌日から起算して１箇月以内に、奨励金交付申請書（第７号様式）により市長

に申請するものとする。 

（奨励金の交付の決定） 

第１１条 市長は、前条の規定による申請があったときは、奨励金の交付又は不交付の決定

を行い、奨励金交付決定通知書（第８号様式）又は奨励金不交付決定通知書（第９号様

式）により認定事業者に通知するものとする。 



 

 （奨励金の支給） 

第１２条 市長は、前条の規定により奨励金の交付の決定を行ったときは、速やかに奨励金

を交付するものとする。ただし、奨励金の交付総額が当初予算額を超えた場合は、この限

りではない。 

 （事業の報告） 

第１３条 認定事業者は、認定事業が完了したとき、又は奨励金の交付を受けた日から起算

して１年のいずれか早い日に市長に認定事業の状況報告を行うものとする。 

 （認定事業者の義務） 

第１４条 奨励金の交付を受けた認定事業者は、認定に係るクラウドファンディング型ふる

さと納税により資金を提供した者（以下、「資金提供者」という。）に対して、自社製品

（商品）の試供品送付、事業所見学、事業の経過報告、その他認定事業に継続して関心を

持ってもらうための取組を行うものとする。 

２ 認定事業者は、第７条の規定により認定事業を変更（軽微な変更を除く。）又は中止若

しくは廃止した場合には、市長及び資金提供者に対し、当該変更等の経緯及び理由並びに

認定事業のうち既に実施された部分に係る事業報告を付し、その報告を行わなければなら

ない。 

３ 認定事業者は、資金提供者との間に紛争が生じた場合は、認定事業者の責により解決す

るものとする。 

（認定の取消し） 

第１５条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、認定を取

り消すことができる。 

 (1) 条例、規則及びこの要領の規定に違反したとき。 

 (2) 偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

 (3) 認定事業を中止し、又は廃止したとき。 

 (4) 交付金を他の用途に転用したとき。 

 (5) その他市長が不適当であると認めたとき。 

２ 第６条第２項の規定は、前項の規定による取消しをした場合について準用する。 

（奨励金の返還） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合であって、既に奨励金が交付されて 

いるときは、認定事業者に対し、奨励金交付決定取消・返還通知書（第１０号様式）によ

り期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

(1) 前条の規定により、市長が認定事業者の認定を取り消したとき。 



 

(2) 認定事業者が第１３条の規定による状況報告を行わないとき。 

(3) 第１４条第２項に規定する変更又は中止若しくは廃止の報告を行わないとき。 

 （秘密の保持等） 

第１７条 認定事業者及び認定事業者の従事者（従事していた者を含む。）は、事業の業務 

上知り得た事項を正当な理由なく他に漏らし、又は不当な目的に使用してはならない。 

２ 認定事業者は、事業の実施に当たり、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律 

第５７号）及び奈良市情報セキュリティ基本方針に基づく個人情報取扱特記事項等の個人 

情報の保護に関する関係法令を遵守し、個人情報を適切に取り扱わなければない。 

 （補則） 

第１８条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則        

この要領は、令和３年１０月７日から施行する。  

  附 則 

この要領は、令和４年７月１３日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和４年９月１５日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和５年７月７日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和６年７月２３日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和７年５月２３日から施行する。 



 

第１号様式（第５条関係） 

 

  年  月  日 

（宛先）奈良市長      

 

                      住所又は所在地 

                           名称 

                     氏名又は代表者名 

 

 奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定申請書 

 

奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金に係る事業認定を受けたいので、奈良 

 市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第５条の規定により、申請します。 

 

事 業 名 
 

申請しようとする枠 

※該当する方に丸を付けること 

 

一般枠  ・  学生起業家枠 

 

申 請 動 機 

 

寄 附 目 標 額  円 

事 業 実 施 期 間    年  月  日から   年  月  日まで 

備 考 

 

【一般枠用】単独申請の場合 
【学生起業家枠用】 



 

第１号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

（宛先）奈良市長      

 

（共同体代表者）住所又は所在地 

名称 

氏名又は代表者名 

（共同体構成員）住所又は所在地 

名称 

氏名又は代表者名 

 

 奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定申請書 

 

奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金に係る事業認定を受けたいので、奈良 

 市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第５条の規定により、申請します。 

 

事 業 名 
 

申請しようとする枠 一般枠 

申 請 動 機 

 

寄 附 目 標 額  円 

事 業 実 施 期 間    年  月  日から   年  月  日まで 

備 考 

 

【一般枠用】JV 申請の場合 



 

 

第２号様式（第５条関係） 

事業計画書 

１ 申請人の概要 

フリガナ  

法人名・屋号  

フリガナ  

代表者氏名  

所在地（事業実施地） 〒   -     

 

 

ＴＥＬ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

担当者 
（氏名） 

（役職） 

担当者連絡先 
（TEL） 

（E-mail） 

事業形態 
☐ 個人事業 ☐ 法人  

法人の場合 資本金・出資金：   円 

開業・設立日     年    月    日 

従業員数                  名 

業種  

主な事業内容 

 

 

 

事業沿革 

 

 

 

【一般枠用】単独申請の場合 



 

自社の強み 

 

 

 

許認可・免許等 

（必要な場合のみ） 

許認可・免許等名称： 

取得見込み時期： 

主な取引先（予定を含

む） 

 

 

 

２ 実施する新たな事業の内容 

事業名 
 

 

事業の動機・目的  

現状と課題  

事業内容 

（地域資源の活用方

法又は課題解決に向

けた取組内容） 

 



 

事業実施による効果 

（地域課題の解決・

地域経済活性化・雇

用創出に対する貢献

等） 

 

事業実施体制  

寄附金が目標金額に

到達しなかった場合

の事業の進め方につ

いて 

１．不足額を自己資金にて調達 

２．不足額を金融機関からの借入にて調達 

３．寄附金額に応じた事業規模での実施 

４．その他（               ） 

寄附金額に応じた事

業実施計画（上記設

問にて３．を選択し

た方のみ） 

  万円： 

  万円： 

  万円： 

100 万円： 

寄附者への事業報告 

（予定） 

回数：年間  回 

方法：電子媒体・紙媒体・その他（      ） 

事業の広報・ＰＲの

工夫（寄附金募集の

ための工夫） 

 

その他事業に対する

想い、意気込み 
 



 

 

３ 事業実施上の問題点・リスク及び対策 

 

 

４ 寄附者に向けた取組内容 

継続して事業に関

心を持ってもらう

ための取組（試供

品送付、事業所見

学等） 

 

返礼品について 

１．既に登録済みの奈良市の返礼品を活用 

２．新規事業に関する返礼品を活用 

３．上記両方を併用 

返礼品詳細 

（新規事業に関す

る返礼品を活用す

る場合のみ） 

寄附金額 お礼の品 

円   

円  

円  

円  

 

５ 事業実施年間スケジュール 

 月 

 

 

 月 

 

 



 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

備
考
欄 

 

  ※記入欄が足りない場合等は備考欄にその旨記載のうえ、別紙添付のこと。 

 

６ 収支計画書 

収入                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 備  考 

奨励金   

自己資金   

借入金   

   

   

   

合 計   



 

 

支出                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 内 訳 の 概 要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

 



 

 

第２号様式（第５条関係） 

事業計画書 

１ 共同企業体代表者の概要 

フリガナ  

法人名・屋号  

フリガナ  

代表者氏名  

所在地（事業実施地） 〒   -     

 

 

ＴＥＬ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

担当者 
（氏名） 

（役職） 

担当者連絡先 
（TEL） 

（E-mail） 

事業形態 
☐ 個人事業 ☐ 法人  

法人の場合 資本金・出資金：   円 

開業・設立日     年    月    日 

従業員数                  名 

業種  

主な事業内容 

 

 

 

事業沿革 

 

 

 

【一般枠用】JV 申請の場合 



 

自社の強み 

 

 

 

許認可・免許等 

（必要な場合のみ） 

許認可・免許等名称： 

取得見込み時期： 

主な取引先（予定を含

む） 

 

 

 

２ 共同企業体構成員の概要 

フリガナ  

法人名・屋号  

フリガナ  

代表者氏名  

所在地（事業実施地） 〒   -     

 

 

ＴＥＬ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

事業形態 
☐ 個人事業 ☐ 法人  

法人の場合 資本金・出資金：   円 

開業・設立日     年    月    日 

従業員数                  名 

業種  

主な事業内容 

 

 

 

事業沿革 

 

 

 



 

自社の強み 

 

 

 

許認可・免許等 

（必要な場合のみ） 

許認可・免許等名称： 

取得見込み時期： 

主な取引先（予定を含

む） 

 

 

 

３ 実施する新たな事業の内容 

事業名 
 

 

事業の動機・目的  

現状と課題  

事業内容 

（地域資源の活用方

法又は課題解決に向

けた取組内容） 

 



 

事業実施による効果 

（地域課題の解決・

地域経済活性化・雇

用創出に対する貢献

等） 

 

事業実施体制  

寄附金が目標金額に

到達しなかった場合

の事業の進め方につ

いて 

１．不足額を自己資金にて調達 

２．不足額を金融機関からの借入にて調達 

３．寄附金額に応じた事業規模での実施 

４．その他（               ） 

寄附金額に応じた事

業実施計画（上記設

問にて３．を選択し

た方のみ） 

  万円： 

  万円： 

  万円： 

100 万円： 

寄附者への事業報告 

（予定） 

回数：年間  回 

方法：電子媒体・紙媒体・その他（      ） 

事業の広報・ＰＲの

工夫（寄附金募集の

ための工夫） 

 

その他事業に対する

想い、意気込み 
 



 

 

４ 事業実施上の問題点・リスク及び対策 

 

 

５ 寄附者に向けた取組内容 

継続して事業に関

心を持ってもらう

ための取組（試供

品送付、事業所見

学等） 

 

返礼品について 

１．既に登録済みの奈良市の返礼品を活用 

２．新規事業に関する返礼品を活用 

３．上記両方を併用 

返礼品詳細 

（新規事業に関す

る返礼品を活用す

る場合のみ） 

寄附金額 お礼の品 

円   

円  

円  

円  

 

６ 事業実施年間スケジュール 

 月 

 

 

 月 

 

 



 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

備
考
欄 

 

  ※記入欄が足りない場合等は備考欄にその旨記載のうえ、別紙添付のこと。 

 

７ 収支計画書 

収入                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 備  考 

奨励金   

自己資金   

借入金   

   

   

   

合 計   



 

 

支出                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 内 訳 の 概 要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

 



 

第２号様式（第５条関係） 

事業計画書 

１ 申請人の概要 

フリガナ  

法人名・屋号  

フリガナ  

代表者氏名  

所在地（事業実施地） 〒   -     

 

 

ＴＥＬ  

Ｅ－ｍａｉｌ  

担当者 
（氏名） 

（役職） 

担当者連絡先 
（TEL） 

（E-mail） 

事業形態 
☐ 個人事業 ☐ 法人  

法人の場合 資本金・出資金：   円 

開業・設立日     年    月    日 

開業・設立時における

代表者の在籍学校 

（学校名） 

（所属学部等） 

申請日時点で □在学 ☐卒業または中退 

従業員数                  名 

業種  

主な事業内容 

 

 

 

事業沿革 

 

 

 

【学生起業家枠用】 



 

起業に至った理由 

 

 

 

自社の強み 

 

 

 

許認可・免許等 

（必要な場合のみ） 

許認可・免許等名称： 

取得見込み時期： 

主な取引先（予定を含

む） 

 

 

 

２ クラウドファンディングを通じて安定化や収益化を目指したい事業の内容 

事業名 
 

 

事業の目的  

現状と課題  

課題解決に向けた取

組内容 
 



 

事業実施による効果 

（地域課題の解決・

地域経済活性化・雇

用創出に対する貢献

等） 

 

事業実施体制  

寄附金が目標金額に

到達しなかった場合

の事業の進め方につ

いて 

１．不足額を自己資金にて調達 

２．不足額を金融機関からの借入にて調達 

３．寄附金額に応じた事業規模での実施 

４．その他（               ） 

寄附金額に応じた事

業実施計画（上記設

問にて３．を選択し

た方のみ） 

  万円： 

  万円： 

  万円： 

100 万円： 

寄附者への事業報告 

（予定） 

回数：年間  回 

方法：電子媒体・紙媒体・その他（      ） 

事業の広報・ＰＲの

工夫（寄附金募集の

ための工夫） 

 

その他事業に対する

想い、意気込み 
 



 

 

３ 事業実施上の問題点・リスク及び対策 

 

 

４ 寄附者に向けた取組内容 

継続して事業に関

心を持ってもらう

ための取組（試供

品送付、事業所見

学等） 

 

返礼品について 

１．既に登録済みの奈良市の返礼品を活用 

２．新規事業に関する返礼品を活用 

３．上記両方を併用 

返礼品詳細 

（新規事業に関す

る返礼品を活用す

る場合のみ） 

寄附金額 お礼の品 

円   

円  

円  

円  

 

５ 事業実施年間スケジュール 

 月 

 

 

 月 

 

 



 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

 月 

 

 

備
考
欄 

 

  ※記入欄が足りない場合等は備考欄にその旨記載のうえ、別紙添付のこと。 

 

６ 収支計画書 

収入                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 備  考 

奨励金   

自己資金   

借入金   

   

   

   

合 計   



 

 

支出                          （単位：千円） 

項 目 予 算 額 内 訳 の 概 要 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

合  計   

 



 

第３号様式（第５条関係） 

 

 （宛先）奈良市長 

 

誓約書兼同意書 

 

 

  私は、奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定の申請を行うにあたり、提出書類に

偽りはなく、適用される全ての法令を現在、遵守しているとともに、今後も遵守すること、

及び奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第１６条の規定により返還を命ぜられた

場合は、奨励金を返還することを誓約します。また、審査のため提出書類に係る内容を調査

されること、並びに奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第４条第２項第２号に該

当するか否か確認するため、奈良県警察本部及び奈良警察署に対して照会が行われる場合が

あることに同意します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

 

 住所又は所在地 

 

      名称 

 

氏名又は代表者名 



 

第４号様式（第５条関係） 

役員等名簿 

 

事業者名称  

本社所在地  

役職名等 氏名
ふりがな

 性別 生年月日 住所 

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

     年  月  日  

   年  月  日  

備考 

１ 役員等（役員及び役員と同様の責任を有する代表者、理事等）の氏名及びふりがな、性

別、生年月日並びに住所を正確に記入してください。 

２ 氏名及びふりがな、生年月日並びに住所の情報を奈良市ふるさと起業家支援事業交付要

領第４条第２項第２号に該当するか否かの確認のため関係機関に照会することがあります。 

３ この名簿は２に掲げる確認のために使用し、それ以外の目的には使用しません。 

 

 

 



 

第５号様式（第６条関係） 

 

 奈良市ふるさと起業家支援事業認定（不認定）通知書 

 

第  号 

 

（申請者）             

 様  

 

年  月  日付け 奈良市ふるさと起業家支援事業対象事業認定申請書に 

基づき選考した結果、下記の結果となりましたので通知します。 

 

年  月  日 

 

奈良市長            

 

記 

 

結 果 認 定 ・ 不 認 定 

理 由  

条 件  

 



 

第６号様式（第７条関係） 

 

認定事業変更・中止（廃止）承認申請書 

 

年  月  日 

（宛先）奈 良 市 長 

 

申 請 者                    

住所又は所在地                 

氏名又は団体名                 

及び代表者氏名                 

 

奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第７条の規定により、次のとおり申請し 

ます。 

 

事業等の変更 

の内容 

 

変更又は中止 

(廃止)の理由 

 

変更又は中止 

(廃止)の年月日 
         年   月   日 （予定） 

添付書類 

 

 



 

第７号様式（第１０条関係） 

 

奨 励 金 交 付 申 請 書 

年  月  日 

 （宛先）奈良市長 

申 請 者                  

      住所又は所在地 

                    氏名又は団体名 

                    及び代表者氏名 

 

    年  月  日付けで認定の通知のあった奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金に 

ついて、奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第１０条の規定により、下記のとお

り申請します。 

  

記 

 

交付申請金額 
 

 

 



 

第８号様式（第１１条関係） 

 

奨励金交付決定通知書 

       第  号 

   

申 請 者                  

      住所又は所在地 

                    氏名又は団体名 

                    及び代表者氏名 

 

    年  月  日付けで申請のあった奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金の交付に

ついては、次のとおり決定したので奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第１１条

の規定により通知します。 

  

     年  月  日 

奈良市長           

 

交 付 決 定 金 額 
 

交 付 条 件 

 

 



 

第９号様式（第１１条関係） 

 

奨励金不交付決定通知書 

年  月  日 

  （宛先）奈良市長 

申 請 者                  

      住所又は所在地 

                    氏名又は団体名 

                    及び代表者氏名 

 

    年  月  日付けで申請のあった奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金について、 

奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第１１条の規定により、奨励金の不交付を決 

定します。 



 

第１０号様式（第１６条関係） 

 

 

奨 励 金 交 付 決 定 取 消 ・ 返 還 通 知 書 

      第   号 

 

住所又は所在地                

氏名又は団体名                

及び代表者氏名              様 

 

 奈良市ふるさと起業家支援事業奨励金交付要領第１６条の規定により、次のとおり返還を 

命じます。 

 

       年   月   日 

奈良市長                 

 

返 還 金 額 円   

返 還 期 限 年   月   日まで   

返 還 理 由 

 

返 還 方 法 

 

 

 

 


